
 ((((1111) ) ) ) 人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））
 ((((2222) ) ) ) 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計予算普通会計予算普通会計予算普通会計予算））））

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。      ２　給与費は当初予算に計上された額である。((((3333) ) ) ) 特記事項特記事項特記事項特記事項
((((4444) ) ) ) ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年各年各年各年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の　　　　　　給与水準を示す指数である。　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を　　　　　　単純平均したものである。

人件費　　　　　　Ｂ人　
　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

6,102,750 1,044,419
期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ 6,583給　 料 職員手当

（参考）　　　　　Ｂ／Ａ　　　人件費率 　　２０年度の人件費率　　　　　　　　　　　％22.2一人当たり給与費（千円）684,653区分 17.1　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％50,281２１年度 5,824
別記様式

区　　分 歳出額　　　　　　　Ａ住民基本台帳人口　　　　　（２１年度末）
津別町の給与・定員管理等について　　　（２３年３月）実質収支

174,459職員数 給　　与　　費　（千円）　　　　　　Ａ104 452,420 57,774２２年度

(Ｈ１７)９５．５ (Ｈ１７)９０．４ (Ｈ１７)９３．７ (Ｈ２２)９５．１(Ｈ２２)９２．３
(Ｈ２２)９６．４

90
95

100
105

津別町 類似団体平均 全国町村平均

（例）
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２２２２　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況 ((((1111) ) ) ) 職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））　　　　①一般行政職 歳 円歳 円歳 円歳 円　　　　②技能労務職 歳 円歳 円 歳 百円歳 円 歳 百円歳 円歳 円歳 円
円 円※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。※　技能労務職と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致するものでない。※　年収ベースの比較において、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員は前年度の期末勤勉手当、民間は年間賞与　　　その他特別給与額を加えたものである。　　　　③教育職（津別町に該当無く、無記入）歳 円 円歳 円 円歳 円 円（注）１　「平均給料月額」とは、平成２１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で 　　　　 ある。                                                                                ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時　　　　　 

津別町国

46.6 3,031平均給与月額－ －平均年齢

－－－
3,171 －－ －－－3,191 3,502 －

民間（平成２１年）平　均　年　齢　　　　　　区　　分
3,332 百円

公務員 対応する類似職種営業用バス運転者－3,810 百円53.1 3,587 3,717百 3,547 百円48.8

北 海 道 百国 3,246 百41.9
48.3

3,96644.9 3,281 3,751

3,242
3,226

対応職種なし －
－

3,554

3,227
3,413 3,602 百円3,515

3,9573,661 百円

北海道うち自動車運転手うちその他技能労務職

うち自動車運転手 公務員区　　分 年収ベースの比較参考国類似団体 百円百円
民間（営業用バス運転手）

平均給料月額

区 分

平均給与月額津別町

津 別 町 3,8573,593 百円百円百円4,014

手当込みのものであり、地方 公務 員給 与実 態調 査に おい て明 らか にさ れて いる もの であ る。また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含ま れ て い な い こ と か ら 、 比 較 の た め 国 家 公 務 員 と 同 じ ベ ー ス で 再 計 算 し た も の で あ る 。

2,85549.2 3,02049.9 百

類似

61,526
区 分

36,372

3,25643.6
47.1 百類 似団 体

平 均 年 齢
間 外 勤 務 手 当 な ど の 諸 手 当 の 額 を 合 計 し た も の で あ る 。 こ の う ち 、 上 段 は こ れ ら 全 て の 諸

百平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

百41.4

－

3,180
百

－平均給料月額
百

－団体

平均給料月額百
百
百
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((((2222) ) ) ) 職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））円 円 円円 円 円円 円 円円 円 円円 円 円円 円 円※　　本町関係分で公開されているものを表示（試験採用）((((3333) ) ) ) 職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））円 円 円円 円 円円 円 円円 円 円円 円 円円 円 円※記載のないところは該当者がいないものである。

国

－経 験 年 数 １ ５ 年265,700 －経 験 年 数 ２ ０ 年
技能労務職教　育　職 高　校　卒中　学　卒大　学　卒 140,100 129,592区 分 初任給初任給 初任給津　　別　　町 北海道

高　校　卒区　　　         分
高　校　卒

一般行政職

172,200

教　育　職 －－大　学　卒高　校　卒中　学　卒高　校　卒

172,200140,100159,285129,592

－
経 験 年 数 １ ０ 年258,200－－技能労務職 大　学　卒

大　学　卒高　校　卒一般行政職

－－ －258,200 －

140,100

－－ －－
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３３３３　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況　 ((((1111) ) ) ) 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１　津別町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。  

※１９年より６級制に以降。１８年以前については、６級制に置き換えて比較。

8.9
1　課長等(園長他これに相当する職を含む。)の職務2　主幹(次長他これに相当する職を含む。)の職務 81　重要な業務を所掌する課長等(園長他これに相当する職を含む。)の職務

46
　　　　　　　　％６　　級 　　　　　　　　人　　　　　　　　人11 12.2　　　　　　　　％

20.0　　　　　　　　％51.1
18

　　　　　　　　人11　高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事、技師、保健師、栄養士、看護師の職務2　高度の技能又は習熟した経験を必要とする業務を行う技手、介護員、公務補、調理員の職務 　　　　　　　　％1.1
6 　　　　　　　　％6.7構成比職員数　　　　　　　　人区　　分１　　級

４　　級

標準的な職務内容
２　　級

1　主事、技師、保健師、栄養士、看護師の職務2　技手、介護員、公務補、調理員の職務
３　　級 　　　　　　　　人
５　　級

1　特に高度の知識又は経験を必要とする業務を分掌する主査の職務2　特に高度の技能又は習熟した経験を必要とする業務を分掌する主任技手、主任介護員、主任公務補、主任調理員、主任看護師(准)の職務
1　主査、主任の職務2　主任技手、主任介護員、主任公務補、主任調理員、主任看護師(准)の職務 　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

１級1.0%１級4.4%１級6.7% ２級6.2%２級0.0%２級1.1% ３級17.5%３級19.8%３級20.0%
４級53.6%４級54.9%４級51.1%
５級13.4%５級11.0%５級12.2% ６級8.2%６級9.9%６級8.9%

0%10%20%30%
40%50%60%70%
80%90%100%

２２年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
4



((((2222) ) ) ) 昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況　
　４４４４　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況 ((((1111) ) ) ) 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当１人当たり平均支給額（平成２１年度） １人当たり平均支給額（平成２１年度）千円　 千円　（平成２２年度支給割合） （平成２２年度支給割合） （平成２２年度支給割合）　　　　期末手当　　　　　　勤勉手当 　　　　期末手当　　　　　　勤勉手当 　　　　期末手当　　　　　　勤勉手当2.6 月分 月分 2.6 月分 月分 2.6 月分 月分（１．４５）月分 （０．６５）月分 （１．４５）月分 （０．６５）月分 （１．４５）月分 （０．６５）月分（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

((((2222) ) ) ) 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分その他の加算措置 その他の加算措置　定年前勧奨加算　２～３０％ 　定年前勧奨加算　２～２０％１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給　　　された平均額である。

北　海　道 国
職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

1,720 1,669
職制上の段階、職務の級等による加算措置　有　（３分の１を減額中） 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

－1.35

24,893

1.35

現在、処分者を除き、勤務成績の反映を行っていない。

1.35
津　別　町

59.2859.2847.50国23.50 30.5559.28 59.28 59.2833.50 41.3423.50 30.5533.50（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年津別町加入退職手当組合 （支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年41.3447.50 59.28
-

勤務成績の評定による反映は行っていない。
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 ((((4444) ) ) ) 特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在）））） 千円　円　％

 ((((5555) ) ) ) 時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当 千円千円千円千円((((6666) ) ) ) そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在）））） 円円円円円

有害鳥獣等危険手当 一般職員

支給実績（平成２０年度決算）支給実績（平成２１年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２1年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算）
同

異なる内容
21,060

支給職員１人当たり
２ｋｍ以上実額又は距離により 千円国の制度扶養手当手　当　名 31,088千円11,006 千円 139,000545,250千円8,724 105,827年数制限無し 2,114異 556同 額が少ない持ち家及び賃貸住宅内容及び支給単価扶養１人につき6,000円～13.000円 同異世帯区分による課長職等一定割合住居手当通勤手当管理職手当寒冷地手当

3.1149

20,733201
有害鳥獣等駆除作業

千円 249,281（平成２1年度決算）
204 平均支給年額支給実績

手当の名称 主な支給対象職員行旅病人及び死亡人取扱手当 一般職員 行旅死亡人等の取扱作業
支給職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算）

保健師業務手当防疫等作業手当 1,000円／１日1,000円／１日3,000円又は6,000円／１件保健師一般業務 10,000円～30,000円／月一般職員 感染症等処置３級４０号俸未満の保健師職員
4手当の種類（手当数）支給実績（平成２1年度一般会計決算） 37,250

15,954（平成２1年度決算）国の制度ととの異同

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２1年度）
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５５５５　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））円 円／ 円円 円／ 円円 円／ 円円 円／ 円円 円／ 円月分月分
285,000

副 町 長 給料月額×12.936
報酬 183,000222,000期末手当 議 長 　　（平成２２年度支給割合）278,000
退職手当

議 長
町 長
副 町 長副 議 長
副 議 長議 員
議 員町 長

673,000 365,000
3.95　　（平成２２年度支給割合）

給料月額×20.504　　（算定方式、４年任期満了の場合） 任期毎

副 町 長町 長
3.95

220,000168,100263,000364,000 135,800
区 分 給 料 月 額 等給料 710,000600,000 （参考）類似団体における最高／最低額364,500820,000

任期毎　（支給時期）
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６６６６　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況　((((1111) ) ) ) 部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由 （各年４月１日現在）議会総務税務農林商工土木民生衛生 ）
）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である（教育長含む）。　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

14 14 002 010 9

　公　営　企会　業計　等部　　 門 上水道・簡易水道その他 223小　計 26下水道 1
教育

3332　　　　　　　　区　　分　部　　門 52
2

16 7 0
0平成２1年 2職 員 数

717
5 1△ 1

小　計 16 △ 10 ＜参考＞ 152.8217 118.88
1 003
15 145.8415 △ 1
25 △ 121 △ 1

対前年増減数 主な増減理由平成２2年

合　計

一般行政部門普通会計部門 （同上類似団体小　計 89 89 0 人口１万人当たり職員数

合　　計 131 129 △ 2[         171        [      0     ］[         171        ］
105 104 △ 1 ＜参考＞人口１万人当たり職員数 178.57（同上類似団体

＜参考＞人口１万人当たり職員数 221.50
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((((2222) ) ) ) 年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　

((((3333) ) ) ) 定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画のののの数値目標及数値目標及数値目標及数値目標及びびびび進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況　①①①①　　　　定員適正化目標定員適正化目標定員適正化目標定員適正化目標（（（（数数数数・・・・率率率率））））
 ② ② ② ②　　　　平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在におけるにおけるにおけるにおける定員定員定員定員のののの数値目標数値目標数値目標数値目標③③③③　　　　定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画のののの年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況（（（（実績実績実績実績））））のののの概要概要概要概要 （各年４月１日現在）
（注）１　前計画期間は、１７年～２２年の５年間である。      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

20

　　４　年　目

7 11 21 19

△１7（106.25％）計画前年　　　　　　　　　区　　分部　　門 １７年全部門 減 員増 員差 引職員数 145

平成２７年　３月３１日
職員数 13

数値目標始　期 終　期

2136△ 7 △ 1 △ 5135 130
１９年 ２０年 ２１年7 3 8　　２　年　目　　３　年　目 3 　１７年～２２年計

人 人27 0
１１１人平成２7年に１１１人、平成３２年に９７人、平成３７年に８７人

計画期間平成２２年　４月　１日
2 人 人 人4 3 1 59歳55歳43歳 47歳 51歳39歳23歳 27歳 31歳 44歳 48歳 以上人 人 人 人 人 人 人～40歳 ～ ～ ～ ～56歳 60歳～20歳 20歳 24歳 28歳区　分 32歳 36歳35歳～ ～未満 ～ ～ 計

数値目標

128人
52歳

129269２２年　　５　年　目64△ 2128
（参考）

05
1015
2025 構成比５年前の構成比
%（例）
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７７７７　　　　特別会計特別会計特別会計特別会計・・・・公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況  　職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況     ア　決算　（２１年度）

イ　予算　（２２年度）
（注）１　職員手当には退職手当を含まない。      ２　給与費は当初予算に計上された額である。 7,478上水道会計 2 9,027 1,411 3,535 13,973 6,987簡易水道会計 1 4,728 829 24,070 96,12662,591 9,465 1,921 7,478 6,408下水道会計 1 3,869 902 1,484 6,255 6,2557,0099,158 850 3,580 13,588 6,79418,122 2,64342介護サービス会計 15国保会計介護保険会計 職員手当 期末・勤勉手当7,269 28,034会計名上水道会計 12,351 13,805

給　 料 給与費職員数　Ａ
6.1

　　　　　計　　　　　Ｂ
簡易水道会計 323 7,368 12.160,722 33.5下水道会計 2,359 6,072 0.9介護保険会計 215介護サービス会計 8,367
会計名国保会計 純損益又は 職員給与費926,441

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

実質収支7,005千円　 職員給与費比率　　　　　　Ｂ／Ａ3.3 ％　　　　
一人当たり給与費

千円　Ａ  歳出決算又は総費用 決算・総費用に占める28,034　　　　千円 13,761Ｂ　100,790 3.0
226,480663,515300,508416,157
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